
 

 
平成26年3月14日 

各      位 
会 社 名  株式会社アイレックス 
代表者名  代表取締役社長 畑  徹 

（JASDAQ・コード6944） 
問合せ先  
常務取締役 管理本部長 榎 恒久 
電話03-3245-2011 

 

（再訂正）「平成23年3月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕(連結)」の一部再訂正について 

 

当社は、平成22年10月29日付けにて発表した表記開示資料について訂正がありましたのでお知らせします。 

 
記 

 

１．訂正の理由及び経緯 
当社は、平成25 年 4 月 1 日付「適切な会計処理が行われていなかった可能性についてのお知らせ」に記載しま

した通り、適正な会計処理が行われていなかった可能性を受け、第三者委員会を設置し、同年 6 月 10 日付「第三

者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」で公表しました通り、第三者委員会からの調査報告書を踏まえて、

同日付で有価証券報告書及び四半期報告書の訂正報告書を関東財務局に提出しました。 

今回、前述の過年度の当該訂正報告書等について、平成25年10月から、証券取引等監視委員会による検査を受

けていた中で、過年度の仕掛品勘定、ソフトウェア仮勘定の資産性等について疑義を呈され、平成 25 年 11 月 15

日付「不適切な会計処理が行われていた可能性についてのお知らせ」で公表しました通り、社内確認により、過年

度の仕掛品の一部に資産性のないものが計上されていたことが発覚したことから、過年度の不適切な会計処理を徹

底調査するため、第三者委員会を改めて設置し、平成21年1月から平成25年9月までの期間を対象期間とし、子

会社3社も含めた全取引について調査を実施いたしました。 

今回の第三者委員会による調査の結果、平成26 年 3 月 7 日付「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知ら

せ」で公表しましたとおり、①締め後売上、②工事進行基準売上、③ソフトウェア仮勘定及び④仕掛品の会計処理

について不適切な会計処理があったことが判明いたしました。 

 平成25年4月から6月に実施した、前回の調査は、不適切な会計処理を行った担当者へのヒアリングを行い、 

当該不適切な会計処理の調査対象期間の特定を行いましたが、今回、過年度に前述の不適切な会計処理があったこ 

とが判明しており、調査対象期間と調査対象範囲が十分でなかったことが明らかとなりました。当時の調査が不十 

分で、これまでの認識不足を反省しますとともに、株主、投資家の皆様をはじめとする関係者の皆様には、多大な

るご心配とご迷惑をおかけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 

 
２．訂正の内容 
訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後及び訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には、  を付して表示し 

ております。 
 

 



  

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有 
四半期決算説明会開催の有無    ： 有（マスコミ向け） 

  

  

  

  

  

  

(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 

  

(注) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 無 

   平成22年7月30日に発表いたしました通期の連結業績予想から変更はありません。なお、詳細につきましては、

四半期決算短信（添付資料）P.3「(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

(訂正後)
 

平成23年3月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
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四半期報告書提出予定日 平成22年11月12日 配当支払開始予定日 ─
 

(百万円未満切捨て)
 

1. 平成23年3月期第２四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
 

(％表示は、対前年同四半期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第２四半期 1,785 △13.2 127 ─ 129 ─ 88 ─

22年3月期第２四半期 2,056 △48.0 △123 ─ △126 ─ △20 ─
 

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第２四半期 3.00 1.43

22年3月期第２四半期 △0.71 ─
 

 (2) 連結財政状態
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第２四半期 1,668 519 24.7 △40.38

22年3月期 1,795 444 19.2 △42.70
 

(参考) 自己資本 23年3月期第２四半期 412百万円 22年3月期 344百万円
 

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

23年3月期 0.00 0.00

23年3月期(予想) 0.00 0.00 0.00
 

3. 平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
(％表示は、対前期増減率)

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,100 0.9 183 ─ 180 ─ 137 21.2 4.66
 



  

 (注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりませ

ん。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半

期決算短信（添付資料）P.3「(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は【添付資料】P.4「2.その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

[新規 ─社 (社名        )  除外  ─社 (社名          )]

 (注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

 (注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無
 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年3月期２Ｑ 29,417,400株 22年3月期 29,417,400株

② 期末自己株式数 23年3月期２Ｑ 5,806株 22年3月期 5,806株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期２Ｑ 29,411,594株 22年3月期２Ｑ 29,412,518株
 

(注意事項)



当第2四半期連結累計期間における我が国の経済は、アジア地域を中心とした海外経済の回復や、緊急
経済対策をはじめとする政策の効果などを背景に企業収益・業況判断の改善が続く中、個人消費の持ち直
しや設備投資の下げ止まりなど、景気は自律的な回復に向かってまいりました。しかしながら、失業率が
高水準で高止まっていることから雇用情勢は依然として厳しく、また、アメリカ、ヨーロッパを中心とし
た海外景気の下振れ懸念や、為替レート・株価の変動など景気を下押しするリスクが強まってまいりまし
た。 
情報サービス産業におきましては、企業の設備投資は下げ止まったもののソフトウェア投資は緩やかな

減少傾向が継続しており、情報サービス産業の売上高は、８月に入ってようやく15ヶ月ぶりに増加に転じ
受注ソフトウェアやシステムインテグレーションで前年比で微増となりましたが、ソフトウェアプロダク
ツでは依然減少が続いており、厳しい状況のまま推移いたしました。 
このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事業拡大

を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めております。 
  

①売上高及び営業利益 

当第2四半期連結累計期間における当社グループは、前連結会計年度に引き続き業務改革、事業構造改
革等に注力してまいりました。収益面では前年同四半期を下回る厳しい状況にありましたが、内製化によ
る外注費の削減や固定費の削減効果が次第に現れ始めました。 
その結果、当第2四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期と比べ270,494千円（△13.2％）

減少し1,785,953千円となりましたが、営業利益は前年同四半期と比べ251,141千円増加し127,512千円
（前年同四半期は123,628千円の営業損失）となりました。 

  

②経常利益 

営業外損益では、受取利息及び配当金、受取賃貸料などの営業外収益が7,294千円ありましたが、支払
利息等の営業外費用が5,027千円あり、その結果、当第2四半期連結累計期間の経常利益は前年同四半期と
比べ256,438千円増加129,779千円（前年同四半期は126,659千円の経常損失）となりました。 

  

③四半期純利益 

特別損益では、特別利益で貸倒引当金戻入額等が942千円ありましたが、特別損失で資産除去債務会計
基準の適用に伴う影響額等が4,663千円あり、当第2四半期連結累計期間の四半期純利益は、前年同四半期
と比べ108,956千円増加し88,118千円（前年同四半期は20,837千円の四半期純損失）となりました。 

  

連結財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、主に現金及び預金が増加いたしましたが、受取手形及び売掛金や未収入金が減少し、前
連結会計年度末より94,287千円減少し1,335,167千円となりました。 
 固定資産では、保有株式の時価が下落したことにより投資有価証券が減少し、前連結会計年度末より
32,556千円減少し333,134千円となりました。 
 その結果、資産合計は前連結会計年度末より126,843千円減少し1,668,301千円となりました。 

（負債） 
流動負債は、主に短期借入金の返済や未払金の減少等により、前連結会計年度末より35,292千円減少

し915,736千円となりました。 
 固定負債は、長期借入金の返済や長期未払金の支払い等により前連結会計年度末より166,611千円減
少し233,049千円となりました。 
 その結果、負債合計は前連結会計年度末より201,903千円減少し1,148,786千円となりました。 

（純資産） 

純資産は、平成22年7月30日付で欠損填補に伴う減資を行ったことにより、資本金が1,460,000千円、
資本剰余金が1,474,289千円、前連結会計年度末よりそれぞれ減少し、資本金は80,000千円、資本剰余
金は35,710千円となっております。また、利益剰余金は欠損填補により2,934,289千円増加し当第2四半
期連結累計期間の四半期純利益の計上88,118千円を加え3,022,408千円が前連結会計年度末より増加し
293,833千円となりました。また、保有株式の時価の下落によりその他有価証券評価差額金が19,959千
円減少し、当第2四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より75,059千円増加し519,515千円
となりました。 
  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報



  

当第2四半期連結会計期間におきましては、当社グループは前連結会計年度に引き続き業務改革、事業
構造改革等に注力し、損益面では平成22年7月30日に発表いたしました業績予想を上回る成果を上げるこ
とができましたが、下半期におきましては、海外景気や金融・為替市場に景気を下押しする懸念材料があ
り、売上面では依然として厳しい状況が予想されますことから、連結、個別共に平成22年7月30日に発表
いたしました通期の業績予想に変更はありません。 

  
（参考） 

 平成22年7月30日に発表いたしました通期の個別業績予想に変更はありません。 

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

(％表示は、対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 2,600 1.8 105 ─ 100 ─ 87 11.5 2.96
 



 該当事項はありません。 
  

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第2四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな
いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。
  

② 棚卸資産の評価方法 

当第2四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、前連結会計年度末の棚卸高を基礎として
合理的な方法により算出する方法によっております。 
 また、棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて販売可能価額ま
で簿価切り下げを行う方法によっております。 
  

③ 経過勘定項目の算定方法 

一部の経過勘定項目の算定方法について、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によって
おります。 
  

④  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、親会社は加味する加減算項目や税額控除項目を重要なもの
に限定する方法によっております。また、重要性が乏しい連結子会社においては税金費用の計算にあ
たり、税引前四半期純利益に前連結会計年度の税効果適用後の法人税等の負担率を乗じて計算してお
ります。 
 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第2四半期連結累計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成
20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号
平成20年3月31日）を適用しております。 
 これにより当第2四半期連結累計期間における営業利益、経常利益はそれぞれ520千円減少し、税金
等調整前四半期純利益は2,460千円減少しております。 

  

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要



3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 599,263 548,400

受取手形及び売掛金 675,807 761,158

仕掛品 727 4,712

原材料及び貯蔵品 386 2,002

その他 58,628 113,726

貸倒引当金 △645 △545

流動資産合計 1,335,167 1,429,454

固定資産

有形固定資産 79,066 80,378

無形固定資産 8,518 9,525

投資その他の資産

投資有価証券 181,977 209,478

その他 66,882 70,327

貸倒引当金 △3,310 △4,018

投資その他の資産合計 245,549 275,787

固定資産合計 333,134 365,690

資産合計 1,668,301 1,795,145

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 271,818 245,201

短期借入金 363,324 413,324

未払法人税等 30,692 42,979

賞与引当金 63,345 62,029

その他 186,556 187,493

流動負債合計 915,736 951,029

固定負債

長期借入金 148,460 255,122

退職給付引当金 60,695 56,262

その他の引当金 4,564 3,931

その他 19,329 84,344

固定負債合計 233,049 399,660

負債合計 1,148,786 1,350,690

純資産の部

株主資本

資本金 80,000 1,540,000

資本剰余金 35,710 1,510,000

利益剰余金 293,833 △2,728,575

自己株式 △653 △653

株主資本合計 408,890 320,771

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,382 23,341

評価・換算差額等合計 3,382 23,341

少数株主持分 107,242 100,342

純資産合計 519,515 444,455

負債純資産合計 1,668,301 1,795,145

 



(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 2,056,447 1,785,953

売上原価 1,891,706 1,423,072

売上総利益 164,741 362,880

販売費及び一般管理費

販売費 3,066 2,792

一般管理費 285,303 232,575

販売費及び一般管理費合計 288,369 235,367

営業利益又は営業損失（△） △123,628 127,512

営業外収益

受取利息及び配当金 3,266 2,349

受取賃貸料 2,571 2,571

その他 777 2,374

営業外収益合計 6,615 7,294

営業外費用

支払利息 8,941 4,267

その他 704 760

営業外費用合計 9,645 5,027

経常利益又は経常損失（△） △126,659 129,779

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 － 66

賞与引当金戻入額 115,915 －

貸倒引当金戻入額 957 875

その他 3,949 －

特別利益合計 120,823 942

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,940

たな卸資産廃棄損 － 1,543

事務所移転費用 － 1,180

その他 39 －

特別損失合計 39 4,663

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△5,875 126,057

法人税等 － 31,002

法人税、住民税及び事業税 11,430 －

法人税等調整額 － －

法人税等合計 11,430 31,002

少数株主損益調整前四半期純利益 － 95,055

少数株主利益 3,531 6,936

四半期純利益又は四半期純損失（△） △20,837 88,118

 



該当事項はありません。 

  

当社は、平成22年7月30日付で欠損填補に伴う減資を行いました。この結果、当第2四半期連結会計期
間において資本金が1,460,000千円、資本剰余金が1,474,289千円それぞれ減少し、利益剰余金が
2,934,289千円増加しております。 
 以上の結果、当第2四半期連結会計期間末における資本金は80,000千円、資本剰余金は35,710千円と
なっております。 
 なお、株主資本合計金額には、著しい変動はありません。 

  
  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有 
四半期決算説明会開催の有無    ： 有（マスコミ向け） 

  

  

  

  

  

  

(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 

  

(注) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 無 

   平成22年7月30日に発表いたしました通期の連結業績予想から変更はありません。なお、詳細につきましては、

四半期決算短信（添付資料）P.3「(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

(訂正前)
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1. 平成23年3月期第２四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
 

(％表示は、対前年同四半期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第２四半期 1,808 △12.0 135 ─ 137 ─ 96 ─

22年3月期第２四半期 2,054 △48.2 △123 ─ △126 ─ △20 ─
 

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第２四半期 3.26 1.56

22年3月期第２四半期 △0.69 ─
 

 (2) 連結財政状態
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第２四半期 1,708 544 25.6 △39.53

22年3月期 1,815 461 19.9 △42.12
 

(参考) 自己資本 23年3月期第２四半期 437百万円 22年3月期 361百万円
 

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

23年3月期 0.00 0.00

23年3月期(予想) 0.00 0.00 0.00
 

3. 平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
(％表示は、対前期増減率)

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,100 0.9 183 ─ 180 ─ 137 21.2 4.66
 



  

 (注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりませ

ん。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半

期決算短信（添付資料）P.3「(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は【添付資料】P.4「2.その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

[新規 ─社 (社名        )  除外  ─社 (社名          )]

 (注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

 (注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無
 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年3月期２Ｑ 29,417,400株 22年3月期 29,417,400株

② 期末自己株式数 23年3月期２Ｑ 5,806株 22年3月期 5,806株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期２Ｑ 29,411,594株 22年3月期２Ｑ 29,412,518株
 

(注意事項)



当第2四半期連結累計期間における我が国の経済は、アジア地域を中心とした海外経済の回復や、緊急
経済対策をはじめとする政策の効果などを背景に企業収益・業況判断の改善が続く中、個人消費の持ち直
しや設備投資の下げ止まりなど、景気は自律的な回復に向かってまいりました。しかしながら、失業率が
高水準で高止まっていることから雇用情勢は依然として厳しく、また、アメリカ、ヨーロッパを中心とし
た海外景気の下振れ懸念や、為替レート・株価の変動など景気を下押しするリスクが強まってまいりまし
た。 
情報サービス産業におきましては、企業の設備投資は下げ止まったもののソフトウェア投資は緩やかな

減少傾向が継続しており、情報サービス産業の売上高は、８月に入ってようやく15ヶ月ぶりに増加に転じ
受注ソフトウェアやシステムインテグレーションで前年比で微増となりましたが、ソフトウェアプロダク
ツでは依然減少が続いており、厳しい状況のまま推移いたしました。 
このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事業拡大

を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めております。 
  

①売上高及び営業利益 

当第2四半期連結累計期間における当社グループは、前連結会計年度に引き続き業務改革、事業構造改
革等に注力してまいりました。収益面では前年同四半期を下回る厳しい状況にありましたが、内製化によ
る外注費の削減や固定費の削減効果が次第に現れ始めました。 
その結果、当第2四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期と比べ245,997千円（△12.0％）

減少し1,808,349千円となりましたが、営業利益は前年同四半期と比べ258,507千円増加し135,405千円
（前年同四半期は123,102千円の営業損失）となりました。 

  

②経常利益 

営業外損益では、受取利息及び配当金、受取賃貸料などの営業外収益が7,294千円ありましたが、支払
利息等の営業外費用が5,027千円あり、その結果、当第2四半期連結累計期間の経常利益は前年同四半期と
比べ263,804千円増加137,672千円（前年同四半期は126,132千円の経常損失）となりました。 

  

③四半期純利益 

特別損益では、特別利益で貸倒引当金戻入額等が942千円ありましたが、特別損失で資産除去債務会計
基準の適用に伴う影響額等が4,663千円あり、当第2四半期連結累計期間の四半期純利益は、前年同四半期
と比べ116,322千円増加し96,011千円（前年同四半期は20,311千円の四半期純損失）となりました。 

  

連結財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、主に現金及び預金が増加いたしましたが、受取手形及び売掛金や未収入金が減少し、前
連結会計年度末より74,641千円減少し1,375,494千円となりました。 
 固定資産では、保有株式の時価が下落したことにより投資有価証券が減少し、前連結会計年度末より
32,556千円減少し333,134千円となりました。 
 その結果、資産合計は前連結会計年度末より107,198千円減少し1,708,628千円となりました。 

（負債） 
流動負債は、主に短期借入金の返済や未払金の減少等により、前連結会計年度末より23,539千円減少

し931,049千円となりました。 
 固定負債は、長期借入金の返済や長期未払金の支払い等により前連結会計年度末より166,611千円減
少し233,049千円となりました。 
 その結果、負債合計は前連結会計年度末より190,150千円減少し1,164,099千円となりました。 

（純資産） 

純資産は、平成22年7月30日付で欠損填補に伴う減資を行ったことにより、資本金が1,460,000千円、
資本剰余金が1,474,289千円、前連結会計年度末よりそれぞれ減少し、資本金は80,000千円、資本剰余
金は35,710千円となっております。また、利益剰余金は欠損填補により2,934,289千円増加し当第2四半
期連結累計期間の四半期純利益の計上96,011千円を加え3,030,301千円が前連結会計年度末より増加し
318,847千円となりました。また、保有株式の時価の下落によりその他有価証券評価差額金が19,959千
円減少し、当第2四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より82,952千円増加し544,528千円
となりました。 
  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報



  

当第2四半期連結会計期間におきましては、当社グループは前連結会計年度に引き続き業務改革、事業
構造改革等に注力し、損益面では平成22年7月30日に発表いたしました業績予想を上回る成果を上げるこ
とができましたが、下半期におきましては、海外景気や金融・為替市場に景気を下押しする懸念材料があ
り、売上面では依然として厳しい状況が予想されますことから、連結、個別共に平成22年7月30日に発表
いたしました通期の業績予想に変更はありません。 

  
（参考） 

 平成22年7月30日に発表いたしました通期の個別業績予想に変更はありません。 

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

(％表示は、対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 2,600 1.8 105 ─ 100 ─ 87 11.5 2.96
 



 該当事項はありません。 
  

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第2四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな
いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。
  

② 棚卸資産の評価方法 

当第2四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、前連結会計年度末の棚卸高を基礎として
合理的な方法により算出する方法によっております。 
 また、棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて販売可能価額ま
で簿価切り下げを行う方法によっております。 
  

③ 経過勘定項目の算定方法 

一部の経過勘定項目の算定方法について、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によって
おります。 
  

④  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、親会社は加味する加減算項目や税額控除項目を重要なもの
に限定する方法によっております。また、重要性が乏しい連結子会社においては税金費用の計算にあ
たり、税引前四半期純利益に前連結会計年度の税効果適用後の法人税等の負担率を乗じて計算してお
ります。 
 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第2四半期連結累計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成
20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号
平成20年3月31日）を適用しております。 
 これにより当第2四半期連結累計期間における営業利益、経常利益はそれぞれ520千円減少し、税金
等調整前四半期純利益は2,460千円減少しております。 

  

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要



3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 599,263 548,400

受取手形及び売掛金 707,569 769,403

仕掛品 9,292 17,371

原材料及び貯蔵品 386 2,002

その他 59,628 113,503

貸倒引当金 △645 △545

流動資産合計 1,375,494 1,450,135

固定資産

有形固定資産 79,066 80,378

無形固定資産 8,518 9,525

投資その他の資産

投資有価証券 181,977 209,478

その他 66,882 70,327

貸倒引当金 △3,310 △4,018

投資その他の資産合計 245,549 275,787

固定資産合計 333,134 365,690

資産合計 1,708,628 1,815,826

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 286,309 248,761

短期借入金 363,324 413,324

未払法人税等 30,692 42,979

賞与引当金 63,345 62,029

その他 187,378 187,493

流動負債合計 931,049 954,589

固定負債

長期借入金 148,460 255,122

退職給付引当金 60,695 56,262

その他の引当金 4,564 3,931

その他 19,329 84,344

固定負債合計 233,049 399,660

負債合計 1,164,099 1,354,249

純資産の部

株主資本

資本金 80,000 1,540,000

資本剰余金 35,710 1,510,000

利益剰余金 318,847 △2,711,454

自己株式 △653 △653

株主資本合計 433,904 337,892

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,382 23,341

評価・換算差額等合計 3,382 23,341

少数株主持分 107,242 100,342

純資産合計 544,528 461,576

負債純資産合計 1,708,628 1,815,826

 



(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 2,054,347 1,808,349

売上原価 1,889,079 1,437,577

売上総利益 165,267 370,772

販売費及び一般管理費

販売費 3,066 2,792

一般管理費 285,303 232,575

販売費及び一般管理費合計 288,369 235,367

営業利益又は営業損失（△） △123,102 135,405

営業外収益

受取利息及び配当金 3,266 2,349

受取賃貸料 2,571 2,571

その他 777 2,374

営業外収益合計 6,615 7,294

営業外費用

支払利息 8,941 4,267

その他 704 760

営業外費用合計 9,645 5,027

経常利益又は経常損失（△） △126,132 137,672

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 － 66

賞与引当金戻入額 115,915 －

貸倒引当金戻入額 957 875

その他 3,949 －

特別利益合計 120,823 942

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,940

たな卸資産廃棄損 － 1,543

事務所移転費用 － 1,180

その他 39 －

特別損失合計 39 4,663

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△5,348 133,950

法人税等 － 31,002

法人税、住民税及び事業税 11,430 －

法人税等調整額 － －

法人税等合計 11,430 31,002

少数株主利益 3,531 6,936

四半期純利益又は四半期純損失（△） △20,311 96,011

 



該当事項はありません。 

  

当社は、平成22年7月30日付で欠損填補に伴う減資を行いました。この結果、当第2四半期連結会計期
間において資本金が1,460,000千円、資本剰余金が1,474,289千円それぞれ減少し、利益剰余金が
2,934,289千円増加しております。 
 以上の結果、当第2四半期連結会計期間末における資本金は80,000千円、資本剰余金は35,710千円と
なっております。 
 なお、株主資本合計金額には、著しい変動はありません。 

  
  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記




